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Waseda Next 125

「早稲田」から「WASEDA」へ
～日本の大学としての存在を超えた「WASEDA」の構築～
① 多文化が共存・融合する地球社会における知の基盤を構築する。
② 総合大学の強みを生かした学際研究を推進する。
③ 地球上の至るところを学びの場とし地球共同体のリーダーを育成する。
④ 日本文化・アジア文化の国際的研究拠点を形成する。
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グローバル社会における知の具現、
挑戦する人材の育成を目指して

早稲田大学  総長

鎌田　薫

Waseda Annual Report 2010

本年3月11日に発生した東日本大震災によって多くの尊い人命が失われ、さらに多くの人々の生活が根底

から破壊されました。犠牲となった方々とそのご家族に心からの哀悼の意を表するとともに、すべての被災

者の皆様の一日も早い生活再建をお祈りいたします。

この未曾有の大震災とその後の一連の出来事は、わが国の経済や社会に大打撃を与えただけでなく、温暖

化対策など地球社会全体に関わることがらへも多大な影響を及ぼすことが懸念されています。本学は、自由

で独創的な研究を通じて世界の学問に裨益すること（学問の独立）、学理を学理として究めるとともに、これ

を実際に応用する道を開くことで社会の発展に寄与すること（学問の活用）、個性を尊重し、社会に貢献し、

広く世界で活躍する人格を養成すること（模範国民の造就）こそが、新しい時代を切り拓く要であるという

理念の下で創設されました。今まさに、この建学の理念をかみしめて、学生、教職員、校友が一体となり、

新しい社会の建設に向けて総力を結集することが求められています。

2010年度の事業については、前年度に引き続き、21世紀における人類社会の持続的な発展に必要な先進

分野での教育研究活動を推進するほか、教育の面では、国際教育プログラムの強化充実を図り、より多くの

学生に対し、国際水準での学習の機会を提供するとともに、学士教育課程における教育の質保証の取り組み、

学生の人間力向上のための施策を強化しました。また、研究面においては、国際的競争力のある研究拠点形

成のための整備を進めるとともに、国内外から優秀な若手研究者を獲得、育成しながら、全学レベルで独創

的で高度な研究活動を推進することにより、研究資金獲得力の向上を図るよう取り組みました。

昨年11月、総長に就任し、常任理事5人、理事12人、監事2人の新たな体制でスタートしました。これま

での10数年、本学は、「建学の精神」にのっとり、国際化への対応や新しい時代の要請に応える学問の発展に

関して着実に成果をあげてきました。今後とも、これまでの「Waseda Next 125」計画に盛り込まれた基

本的な方向性を踏襲しつつ、外部環境の変化を踏まえて、グローバル社会における知の具現を目指し、挑戦

し続ける人材を送り出す新たなビジョン・政策を導き出していきたいと考えています。

本学は、この歴史的転換期を乗り切る先導的役割を果たすよう、さらに力強く歩み続けていく所存です。

今後とも、本学に対し、より一層のご支援、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

2011年4月
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「世界のWASEDA」へさらなる飛躍を

早稲田大学  前総長

白井　克彦

　この8年間、大学は激動の期間でありました。高度成長期の変化は、上昇という一方向を目指す競争でした

が、日本経済が成熟すると同時に、多くの発展途上国が台頭してくる時代を迎えました。とりわけ、中国、

韓国をはじめとするアジアの国々の発展は、わが国に根本的な影響を与えており、まさにグローバル時代の

国家のあり方や企業活動の展開が極めて重要となりました。

　早稲田大学は、建学以来、「世界の道は早稲田に通ず」と語られてきたように、早くからアジア諸国から多

くの留学生を迎えて参りました。大隈邸には年間を通じて、海外からの賓客が多く訪れていました。しかし、

戦後の国際交流は、欧米に学ぶ意欲は強くても、アジア諸国との関係を作ることにおいては努力が不足して

いました。

　この8年間の早稲田の努力の中心は、学部教育の「教育力の向上」でしたが、社会の変化への対応という点

では、現在のグローバル化の進行を予見し、それに応じて機能できる様々な組織や仕組みを想像し「グロー

バル・ユニバーシティの構築」を進めたことです。なかでも、それ以前には進めることが困難だった、アジ

ア諸国の大学との連携を深め、その基盤のもとで欧米の一流大学との関係もさらに新しい次元へと進めるこ

とができました。　

　鎌田新総長のもと、世界レベルの教育・研究拠点となることを目指し、深い学識と豊かな人間性を兼ね備

えたグローバルリーダーを輩出していくことでしょう。今後とも一層のご支援、ご協力を賜りますよう、よ

ろしくお願い申し上げます。

 2011年4月

 4 月 1日 2010年度入学式

 4 月 2日 2010年度大学院入学式

 6 月15日 総長選挙を実施

   第16代総長に鎌田薫法学学術院

教授を選出

 7 月10日 商議員会

 8 月  6～8日 オープンキャンパス開催

10月17日 ホームカミングデー・稲門祭開催

11月 4日 白井克彦第15代総長が退任

11月 5日  第16代総長に鎌田薫法学学術院

教授が就任

11月 8日 新理事会発足

12月11日 商議員フォーラム

 2 月 一般入学試験

 3 月11日  東北地方太平洋沖地震発生（東日

本大震災）

 3 月25・26日 卒業式・大学院学位授与式中止

2010年度の
主な行事等
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早稲田大学教旨

2011年3月31日現在

鎌田  　　薫総長（理事長） 宮内  　孝知
谷口  　邦生
迫田  　　実

福田  　秋秀（学外）
澤部  　　肇（学外）
柳田  　幸男（学外）

理　　事

田中  　愛治
深澤  　良彰
紙屋  　敦之

藁谷  　友紀
島田  　陽一
齋藤  　美穂

理　　事

平山  　正剛（学外）
渡邉  正太郎（学外）

監　　事

橋本  　周司
清水  　　敏
内田  　勝一

大塚  　宗春
本多  　聖治

常任理事

役　員

　早稲田大学は学問の独立を全うし、学
問の活用を効し、模範国民を造就するを
以て建学の本旨と為す。

　早稲田大学は学問の独立を本旨と為
すを以て、之が自由討究を主とし、常に
独創の研鑽に力め以て世界の学問に裨
補せん事を期す。

　早稲田大学は学問の活用を本旨と為
すを以て、学理を学理として研究すると
共に、之を実際に応用するの道を講し以
て時世の進運に資せん事を期す。

　早稲田大学は模範国民の造就を本旨
と為すを以て、個性を尊重し、身家を発達
し、国家社会を利済し、併せて広く世界に
活動す可き人格を養成せん事を期す。

庶民の教育を主眼として創設された本学。その3つめの建学の理念が「模範国
民の造就」です。グローバリゼーションが進展する現代、豊かな人間性を持った
「世界市民の育成」と言い換えることができるでしょう。建学の理念とそこから
生まれ受け継がれてきた早稲田スピリットは、私たちの財産。早稲田人がひとし
く身につける校風です。

模範国民の造就

近代国家をめざす日本にとって、学問は現実に活かしうるものであること、日本
の近代化に貢献するものであることが求められました。つまり「学問の活用」で
す。安易な実用主義ではなく「進取の精神」として、本学の大きな柱の一つにな
りました。

学問の活用

「学問の独立」は、「在野精神」「反骨の精神」と結び合います。本学は、自主独
立の精神を持つ近代的国民の養成を理想として、権力や時勢に左右されない、
科学的な教育・研究を行ってきました。

学問の独立

沿　革
1882年 明治15年 東京専門学校創設
1902年 明治35年 早稲田大学に改称
1907年 明治40年 大隈重信総長就任
1913年 大正  2年 教旨制定
1920年 大正  9年  大学令による大学に
  （5学部・大学院・高等学院の設置）
1949年 昭和24年 新制大学への移行
1966年 昭和41年 社会科学部設置
1978年 昭和53年 専門学校開校
1982年 昭和57年 本庄高等学院開校
1987年 昭和62年 人間科学部設置
1990年 平成  2年 教育学研究科設置
1991年 平成  3年 人間科学研究科設置
1994年 平成  6年 社会科学研究科設置
1998年 平成10年 アジア太平洋研究科設置
2000年 平成12年 国際情報通信研究科設置

2001年 平成13年  日本語教育研究科設置、専門学校を芸術学校に改称
2003年 平成15年  専門職大学院（アジア太平洋研究科、公共経

営研究科）、情報生産システム研究科（北九
州）、スポーツ科学部、川口芸術学校設置

2004年 平成16年  法務研究科（法科大学院）、ファイナンス研究科
（専門職大学院）、国際教養学部設置

2005年 平成17年  会計研究科（専門職大学院）設置
2006年 平成18年 スポーツ科学研究科設置
2007年 平成19年  第一文学部・第二文学部を文化構想学部・文学

部に、理工学部・研究科を基幹理工学部研究
科、創造理工学部・研究科、先進理工学部・研
究科に再編。環境エネルギー研究科設置

2008年 平成20年 教職研究科（専門職大学院）設置
2010年 平成22年  共同大学院（共同先端生命医科学専攻、共同

原子力専攻、共同先進健康科学専攻）設置
  高等学院中学部設置

学校法人の概要
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組織図

教務部 教務課
 教育システム課
 情報企画課
 附属・系属校プロジェクト室
 入学センター
 社会連携推進室
 早稲田ポータルオフィス
 本庄プロジェクト推進室
 芸術科学センター
 先端生命医科学センター事務所
 FD推進センター
研究推進部 研究企画課
 研究支援課
 研究マネジメント課
 産学官研究推進センター
国際部 国際課
 国際教育企画課
学生部 学生生活課
 奨学課
 キャリアセンター
 国際コミュニティセンター
 レジデンスセンター
文化推進部 文化企画課
総務部 法人課
 総務課
 環境安全管理課
 法務課
人事部 人事課
 給与厚生課
財務部 財務課
 経理課
 経理処理集中化プロジェクト室
キャンパス企画部 企画・建設課
総長室 秘書課
 校友課
 募金課
 経営企画課
 渉外局
広報室 広報課

政治経済学部 政治経済学術院事務所
政治学研究科
経済学研究科
公共経営研究科
現代政治経済研究所
法学部 法学学術院事務所
法学研究科
比較法研究所
法務研究科 法務研究科・法務教育研究センター事務所
法務教育研究センター
第一文学部※  戸山総合事務センター
第二文学部※
文化構想学部
文学部
文学研究科
教育学部 教育・総合科学学術院事務所
教育学研究科
教職研究科
教育総合研究所
商学部 商学学術院事務所
商学研究科
商学学術院総合研究所
ファイナンス研究科
ファイナンス研究センター
会計研究科
理工学部※ 理工学術院統合事務・技術センター 事務部 総務課
基幹理工学部   教学支援課
創造理工学部   研究総合支援課
先進理工学部  技術部 技術企画総務課
理工学研究科※   教育研究支援課（1～4系）
基幹理工学研究科   理工学術院総合研究所事務所
創造理工学研究科
先進理工学研究科
理工学術院総合研究所
国際情報通信研究科 本庄総合事務センター
国際情報通信研究センター
環境・エネルギー研究科
環境総合研究センター
情報生産システム研究科 情報生産システム研究科・情報生産システム研究センター事務所
情報生産システム研究センター
社会科学部 社会科学総合学術院事務所
社会科学研究科
人間科学部
人間科学部（通信教育課程）
人間科学研究科
人間総合研究センター 所沢総合事務センター 総務課
スポーツ科学部  学務課
スポーツ科学研究科  入試広報課
スポーツ科学研究センター
国際教養学部 国際教養学部事務所
アジア太平洋研究科 アジア太平洋研究科・アジア太平洋研究センター事務所
アジア太平洋研究センター
日本語教育研究科 日本語教育研究科・日本語教育研究センター事務所
日本語教育研究センター

別科日本語専修課程
図書館 図書館事務所 総務課
坪内博士記念演劇博物館 演劇博物館事務所 情報管理課
會津八一記念博物館 博物館事務所 資料管理課
高等研究所 高等研究所事務所 利用者支援課
メディアネットワークセンター メディアネットワークセンター事務所 高田早苗記念研究図書館担当課
オープン教育センター オープン教育センター事務所 戸山図書館担当課
遠隔教育センター 遠隔教育センター事務所 理工学図書館担当課
エクステンションセンター エクステンションセンター事務所 所沢図書館担当課
環境保全センター 環境保全センター事務所
大学史資料センター 大学史資料センター事務所
保健センター 保健センター事務所
総合研究機構 研究院事務所
アジア研究機構
日米研究機構
イスラーム地域研究機構
日欧研究機構
重点領域研究機構
ナノ理工学研究機構
先端科学・健康医療融合研究機構
IT 研究機構
グリーン・コンピューティング・システム研究機構
平山郁夫記念ボランティアセンター ボランティアセンター事務所
競技スポーツセンター 競技スポーツセンター事務所
留学センター 留学センター事務所
研究戦略センター 研究戦略センター事務所

高等学院 高等学院事務所
本庄高等学院 本庄高等学院事務所
芸術学校 芸術学校・川口芸術学校事務所
川口芸術学校

監査室
情報セキュリティ
推進室

本部事務機構

政治経済
学術院

法学学術院

文学学術院

教育・総合科学
学術院

商学学術院

理工学術院

社会科学総合
学術院

人間科学学術院

スポーツ科学
学術院

国際学術院

別科

研究院

早
稲
田
大
学

総
　
長
（
理
事
長
・
学
長
）

理
　
事
　
会

商
議
員
会

評
議
員
会

監
　
事

2011年3月31日現在

※印は、2007年度から募集停止。
在学生がいなくなった時点で廃止
する。
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複数の大学が特色のある教育研究資源を結集し、共
同で教育研究活動および人材育成を行う大学間連携
の仕組みとして、新たに大学における教育課程の共同
実施制度が設けられましたが、本学では、これまでの教
育研究活動の連携実績等をふまえ、2010年4月に次
の共同大学院を開設しました。
①東京女子医科大学との連携（共同先端生命医科学専攻）
②東京都市大学との連携（共同原子力専攻）
③東京農工大学との連携（共同先進健康科学専攻）

①  基幹理工学研究科電子光システム学専攻の新設
（2010年4月開設）
基幹理工学研究科に新たに電子光システム学専攻

を開設し、専攻内に、基礎物性分野、ナノエレクトロ
ニクス分野、フォトニクス分野、システムLSI分野の
4分野を設置しました。

②  創造理工学研究科経営デザイン専攻の新設
（2010年4月開設）
技術系企業の事業経営リーダーの養成、産業経営

のスペシャリスト養成、経営センスのある実践的テ
クノロジストの育成を行う専攻を新設しました。

③  政治学研究科博士後期課程政治学専攻
「ジャーナリズムコース」の新設（2010年4月
開設）
ジャーナリズムに関する研究者、教育者および高

度に専門的な知識を持つジャーナリストの養成を行
うことを目的として、政治学研究科博士後期課程政
治学専攻に「ジャーナリズムコース」を新設しました。

④  経済学研究科を「経済学専攻」1専攻に再編
（2010年4月）
既存の3つの専攻を経済学専攻1つに再編し、その

下に2つのコース（「経済学コース」および「国際政治
経済学コース」）を設置しました。

⑤  スポーツ科学部を「スポーツ科学科」1学科に
再編（2010年4月）
既存の2学科をスポーツ科学科1学科・7コース体
制に再編しました。

⑥  新専攻設置に向けた準備
2011年4月基幹理工学研究科表現工学専攻の設
置に向けた準備検討を行いました。

⑦  健康医療分野における教育研究の方向性に
関する検討
理工系学部、人間科学部、スポーツ科学部、先端科
学・健康医療融合研究機構（ASMeW）等によるこれま
での健康医療分野に関する教育研究活動状況を踏ま
え、同分野における今後の教育研究活動の方向性に
ついて、「医療人の人材育成を目的とした医療教養教
育カリキュラムのあり方」、「地域医療の再生」、「先端
的生命医科学・医理工連携研究の推進」等の側面から
検討しました。検討結果を踏まえ、12月に「健康医療
教育に関する懇談会」を設置し、健康医療分野の具体
的な方向性の検討を開始しました。

本学では、すべての入学者を対象とする初年次教育
として、あらゆる学問分野の基礎的能力（リテラシー）
を身につけるための導入科目（WASEDA式アカデミッ
クリテラシー科目）などきめ細かなリテラシー教育を全
学規模で展開してきていますが、このうち、論文やレ
ポート等の文章を正確に書く能力を高める「学術的文
章の作成」については、文部科学省の補助事業である
「平成22年度大学教育推進プログラム」に選定され
ています。また、本年度からは、学部新入生を対象に本
学の歴史、学生生活に必須となる知識、心構えなどを
習得させる「わせだライフABC」をスタートさせました。

「教育の早稲田」の充実1

テーマ1  ：  学生生活を送るにあたって
テーマ2  ：  学生として知っておくこと・学んでおくこと
テーマ3  ：  図書館の活用と情報の探し方
テーマ4  ：  自分らしい「知」を創造しよう
テーマ5  ：  「研究の早稲田」の推進
テーマ6  ：  国際化と早稲田大学
テーマ7  ：  社会とつながるボランティア
テーマ8  ：  早稲田大学の歴史を学ぶ

わせだライフABC講義テーマ一覧

2010年度事業の概要

日本で初となる共同大学院の設置1

新たな教育研究活動の推進2

全学基盤教育の充実3
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⑤  エジプト日本科学技術大学（E-JUST）プロ
ジェクトの推進
日本政府および日本の諸大学（本学をはじめ京都
大学・九州大学等の12大学）と協力してエジプト政
府を支援し、エジプト日本科学技術大学（E-JUST、
アレクサンドリア近郊）の設立に寄与しました。日本
側総括大学（3大学）の1つとしてエジプト政府に協
力し、カリキュラムの作成や教員の派遣等の大学運
営に関わり、このプロジェクトを推進しました。

① 留学生リクルートの戦略的な展開
優秀な外国人留学生の獲得のため、国際アドミッ

ションズ・オフィスを中心に、本学の教育課程や学生生
活支援に関する情報を積極的に発信し、戦略的な入試
業務を展開しました。

② 渡日前奨学金制度の充実
途上国政府派遣の博士育成計画に対応して、これ
らの学生を積極的に受け入れる制度を設置しました。
前年度の中国政府派遣学生に続き、本年度はベトナ
ム政府派遣学生を受け入れました。
また、中国・香港・台湾から優秀な学生を獲得する
ために、中国企業の協力を得て制度化した奨学金制
度により、多数の留学生を大学院修士課程や専門職
学位課程に受け入れました。

③  留学生との交流促進
キャンパス内で異文化に触れ、相互交流を行うこ
とができる環境を整備し、多くの留学生と日本人学
生が交流できる機会を提供しました。

国内の学生のみならず留学生の日本での就職支援
を強化し、ガイダンスや多くの企業説明会を実施し
ました。昨今の採用実績がある企業、採用意欲の高い
企業を精選し、学生に積極的に紹介するとともに、就
職を希望する留学生に対しても各種のキャリア支援

就職後の業務に直結する実務能力や業務遂行に必
要となる能力を身につけるための「社会人実践準備
コース」、高度な問題解決力を実践的に身につけるた
めの「ビジネスインテンシブコース」など卒業を控え
た学生に教育プログラムを提供しました。

① バイリンガル（トライリンガル）教育の推進
英語による学位取得プログラムは、これまで国際教
養学部をはじめとする1学部4研究科で行われてきま
したが、これに加え新たに本年度からは政治経済学術
院と理工学術院の4学部5研究科で開始されました。

②  中国との協力による短期留学プログラムの拡充
夏季の短期派遣プログラムとして、北京大学で学
ぶ1か月間の短期留学プログラムを新設しました。
この新設プログラムにより、68名の学生が北京大学
において、中国語の学習をはじめ歴史や文化を学び、
学生間の交流を図りました。

③  グローバル・オナーズ・カレッジ・プログラムの実施
本年度も、ハーバード大学、コロンビア大学、イェー
ル大学、ワシントン大学（シアトル）、シンガポール国
立大学、北京大学、高麗大学校と共同で「グローバル・
オナーズ・カレッジ・プログラム」を実施しました。こ
のプログラムは、世界の共通課題（グローバルイ
シュー）をテーマ（本年度は「環境とサスティナビリ
ティ」）に、参加大学の教員と学生が議論を通じて世
界規模の課題に対する解決策を探ることを目的とし
て実施されました。

④ 国際教育の充実
国際教育を受ける機会をできるだけ多く提供する
ため、語学研修、留学準備、テーマ研究、異文化体験等
の様々な目的に対応した短期留学プログラムの整備
と充実を図りました。単位の取得が可能な短期留学
プログラムとして、16プログラムを用意しました。

卒業後進路準備のための教育プログラムの充実4

教育のグローバル化推進5

優秀な留学生の獲得体制の充実6

キャリア支援の充実7
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活動を組織横断的に実施しました。
また、現在実施している学部1・2年生を対象とす

るキャリア形成支援、学部3・4年生を対象とする就
職支援におけるプログラムの有効性を高めるために、
学内の連携体制を整備し強化しました。

① 修学上の問題を抱える学生への指導
修学を妨げる健康面などの問題を抱える学生に対し、

早い段階から適切な対応、指導を行うことで早期の問
題解決に導くよう学生指導の充実に取り組みました。
② 学生マナー向上の推進
学生生活に必要な知識、マナー、課外活動に関する規

程やトラブル事例などをコンパクトにまとめた手帳
「CAMPUS DIARY」を作成し、入学する学生全員に配
布しました。また、学部新入生ガイダンス等においても、
学生として必要となるマナー等を周知徹底しました。

教育改善を目的として、新任教員セミナー、情報交
換会、授業支援システム「Course N@vi」の機能別
研修等を実施し、FD推進センターを中心に、教員サ
ポートの充実を図りました。また、学生の理解度や意
見を把握することで授業内容の改善に活かすことを
目的に、全学的に「学生授業アンケート」を実施しま
した。
この他にも、授業に関する正確な情報を学内外に

公開するために、Webシラバスの改善（すべての科
目を対象として「授業計画」記載を徹底し、新規項目
として「授業の到達目標」を追加するなど）を行いま
した。そして、学生個々の成績の状況を数値で把握す
ることで学生への指導をより充実させるために、全
学統一のGPA（Grade Point Average＝成績評価
指標）算出基準を制定し、本年度入学者から適用しま
した。
ユニークな取り組みとしては、授業方法の改善や

英語による授業実施を目的に、本学協定校における
3週間集中の海外派遣型FDプログラムを実施し、9

名の教員を派遣しました。

高等学院中学部が2010年4月に開校し、附属校と
して中高大の一貫教育の体制が整いました。また、本
庄高等学院においては、教育環境の整備として新校
舎建設に加え、新たな寮の建設に向け準備を進めま
した。
系属校では、早稲田佐賀中学校・高等学校が開校し、
関東以外の地域でも本学の建学の精神を根底にした
教育を推進しています。

学生支援の充実8

FD（ファカルティ・デベロップメント）の推進9

附属・系属校の充実強化10
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■ 外国人学生出身国内訳
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■ 長期留学生の国別内訳

■ 2010年度　全学就職者数ランキング
 ※2010年度　学部卒業生、大学院修士課程修了者の進路報告者数

順位 業種名 内定先名称 内定
者数

1 普通銀行 （株）三菱東京UFJ銀行 96
2 普通銀行 （株）みずほフィナンシャルグループ 82
3 電気機械器具製造業 富士通（株） 75
4 地方公務員 特別区（東京23区）職員 68
5 通信業 （株）エヌ・ティ・ティ・データ（NTTデータ） 65
6 地方公務員 東京都職員Ⅰ類 62
7 普通銀行 （株）三井住友銀行 54
8 教育（国公立学校）東京都教員 53
9 情報サービス業 日本放送協会（NHK） 49
10 証券業 野村證券（株） 47
11 情報サービス業 楽天（株） 41
12 国家公務員 国家公務員Ⅱ種 40
13 電気機械器具製造業 三菱電機（株） 39
14 電気機械器具製造業 （株）日立製作所 38
15 損害保険業 三井住友海上火災保険（株） 37
16 生命保険業 第一生命保険（株） 36
17 広告業 （株）電通 35
17 生命保険業 日本生命保険（相） 35
17 専門サービス業 （株）野村総合研究所 35
17 通信業 東日本電信電話（NTT東日本）（株） 35
17 電気機械器具製造業 （株）東芝 35
22 証券業 日興コーディアル証券（株） 34
23 通信業 ソフトバンクグループ通信3社 33
24 運輸業 東日本旅客鉄道（JR東日本）（株） 32
24 損害保険業 東京海上日動火災保険（株） 32
26 総合商社 三菱商事（株） 31
27 電気機械器具製造業 日本電気（NEC）（株） 30
28 証券業 大和証券（株） 29
28 損害保険業 （株）損害保険ジャパン 29
30 信託銀行 三菱UFJ信託銀行（株） 28

■ 2010年度　国家公務員Ⅰ種合格者数（上位5校） ※（　）数字は2009年度
大学名 合格者数

1 東京大学 428 （422）
2 京都大学 157 （189）
3 早稲田大学 71  （96）
4 東北大学 61   （65）
5 慶應義塾大学 58   （60）

■ 2010年度　新司法試験合格者数（上位5校） ※（　）数字は2009年度
大学名 合格者数

1 東京大学 201 （216）
2 中央大学 189 （162）
3 慶應義塾大学 179 （147）
4 京都大学 135 （145）
5 早稲田大学 130（124）

■ 2010年度　旧司法試験合格者数（上位5校） ※（　）数字は2009年度
大学名 合格者数

1 東京大学 13 （20）
2 慶應義塾大学 8   （9）
3 早稲田大学 5 （15）
3 北海道大学 5   （6）
3 京都大学 5   （4）
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ともに、研究成果の国際的な発信力を高めました。
とりわけ、WABIOSは海外で実質的に展開する研

究機関として取材や見学の問い合わせも多く高い評
価を受けました。今年度は、シンガポール科学技術庁
（A*STAR）との包括協定（MOU）、本学若手研究者
のA*STARへの受入協定を締結しました。また、シ
ンガポール国立大学（NUS）とは共同研究契約を締
結しました。これらにより、新学術分野を目指した共
同研究の促進、有能な研究者の育成などの基盤の整
備が進みました。さらに、A*STAR、NUS、DUKE-
NUSの研究者を招いてのWABIOS主催シンポジウ
ムの開催など活発な研究交流も行いました。研究交
流の広がりは、文部科学省研究事業（若手研究者派
遣）の新たな採択にもつながりました。
また、グローバルCOE等の教育研究拠点と、高等
研究所、博士キャリアセンター等の連携により、次代
を担う若手研究者の育成と登用を推進しました。

大学の研究成果の社会還元をより一層推進するた
め、学内に点在している産学官連携の窓口を機能的
に連携させ、大学の総合力を発揮できるようなワン
ストップ体制確立への検討を進めました。
また、対外的な交渉力の強化を図ることにより、研
究契約における知的財産条項の確認機能を充実させ、
知的財産管理機能と技術移転機能を強化しました。
併せて、受託研究、共同研究等の受け入れの際の研究
契約書におけるリスク管理体制の強化を図りました。
更に、国内外での技術シーズ紹介、展示会への参加、
技術マッチング活動等の産学官連携活動を着実に実
行することにより、国際規模での知的創造サイクル
の構築を目指し、国内外に向けた産学官連携の拠点
作りを推進しました。特に、産学連携研究拠点の一つ
として、新たな研究開発施設「グリーン・コンピュー
ティング・システム研究開発センター」が先端イノ
ベーション拠点整備事業による補助を受けて完成し
ました。産学官連携によるIT技術研究を中心とした
イノベーション拠点形成を目的としており、低消費
電力かつ高性能な次世代プロセッサ、特に超低消費

本学では、学術院の枠を越えた研究者間の交流の
活性化、各研究に必要な支援の実施および本学が戦
略的に遂行すべき重点研究を企画し実行するため、研
究院、研究戦略センターを中心に、次の研究体制の組
織的・戦略的強化を推進しました。

① 研究院体制の組織的強化
本学は、学内のさまざまな研究組織を包括的にとら

え、本学の研究の更なる活性化を図るために、その一
環として、2010年9月に、既設の10の研究機構を研
究院に包摂し、研究院体制を組織的に強化しました。

② 重点領域研究の創出
「Waseda Next 125」をベースに本学の「強み」
を活かし、「弱み」を「強み」に変えうる研究を、本学の
「重点領域研究」として位置づけ、大学として財政面
を含む支援を重点的に行ってきました。
本学の「重点領域研究」としては、すでに2009年

度より支援を開始している4重点領域に加え、本年
度は新たな4重点領域への支援を開始し、8重点領域
（合計18の研究プロジェクト）について、全学レベル
での組織的かつ戦略的な研究を推進しました。

バイオサイエンスシンガポール研究所（WABIOS）
や北京教育研究センター等の海外拠点を最大限に活
用しながら、国際規模の共同研究連携を推進すると

■ 重点領域研究と研究プロジェクト数

年度 重点領域 研究
プロジェクト数

2010

地球の中でのアジアの共生 3

持続性のための政策・産業・ジャーナリズム 1

多様な循環型生活基盤の形成 3

数理・物理等基礎科学を中心とした未来開拓科学 3

2009

日本学・日本文化研究の国際発信・交流 2

グローバリゼーション下の制度：法・企業・マーケット 4

エコ・エネルギー・ソサエティのための科学技術 1

健康・医療の新潮流形成 1

「研究の早稲田」の飛躍2

研究体制の組織的・戦略的強化1

国際的競争力のある研究拠点形成のための整備2

産学官連携体制の確立・強化3
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電力メニーコアプロセッサのハードウェア・ソフト
ウェアとその応用技術の研究活動が2011年度から
開始できる体制を整備しました。

科学研究費補助金等の公的研究費制度の動向や研
究現場の実態を考慮しながら、学内諸制度の見直し
を行いました。
また、間接経費等の有効活用により、研究環境の整
備を進めました。
併せて公的研究費の適正な執行管理を図り、研究
倫理、利益相反等に関し研究者等への周知を進め、安
全保障輸出管理に関する体制整備を図ることにより、
研究支援体制を充実させました。
研究支援システムに関しては、機能強化を図るこ
とにより、研究者の事務負担の軽減、研究費管理の利
便性を高めました。

5大学（本学、京都大学、慶應義塾大学、東京大学お
よび立命館大学）共同でワシントンD.C.に設立
（2009年）した米国NPO法人「日米研究インスティ
テュート」（事務局：本学）において、研究活動の一環
として米国、日本の両国で「環境・エネルギー」「東ア
ジア共同体・APEC」「安全保障」等をテーマとする
シンポジウムやセミナーを開催し、研究発信を行い
ました。また、国際規模の共同研究連携の推進や日
米の若手研究者育成についても積極的に取り組み
ました。

本学のアカデミック・ステイタスの維持・向上と、
本学教員および本学博士学位取得者等への出版機会
の提供を目的に、2008年度から学術研究書出版制
度がスタートし、本年度は、㈱早稲田大学出版部から、
「早稲田大学学術叢書」10点、「早稲田大学モノグラ
フ」17点を刊行し実績を伸ばしました（前年度は「叢

研究環境の整備・研究支援体制の充実4

グローバルイシューへの政策提言発信と研究人材の育成5

学術出版機能の強化6

書」5点、「モノグラフ」13点を刊行）。同社を通じ、よ
り多くの優れた書籍を出版することにより、本学の
研究教育成果を社会に還元しています。
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プロフェッショナルズ・ワークショップは、『企業・
自治体と学生が大学の知的財産を活用しつつ、共通
する1つの目的をもってプロジェクトを遂行する』
という産学官の新しい形を目指した取り組みであり、
本年度も引き続き多くの企業・自治体と共同で、学生
に実社会との繋がりを体験する機会を提供すること
ができました。

美術品、古書、文書、視聴覚資料など、本学が所蔵す
る文化資源は多岐にわたります。教育研究における
有効活用に加えて、それらを広く社会に公開する各
種の文化イベント等を活発に行いました。
また、広報や関係資料の英語化を積極的に進め、留
学生や海外からの来訪者を含めた文化面での交流を
推進しました。

地域・自治体や協賛企業などとの連携に引き続き

平山郁夫記念ボランティアセンター（WAVOC）が
中心となって、ボランティア関連の18科目や様々な分
野における33のボランティアプロジェクトを展開しまし
た。その活動の領域は、国内のみならず海外に及び、
活動分野も環境、文化交流、教育、人権問題、農業、ス
ポーツなど年々広がっており、これらの科目、プロジェ
クト等への参加を通じて、「地球市民」の育成を支援し
ました。この取り組みが新聞紙面に掲載されるなど
WAVOCにおける社会貢献と体験的学習の成果につ
いて、社会認知度が上がってきました。

■ WAVOCプロジェクト一覧
プロジェクト名 活動地

環　境

エコミュニティ・タンザニア タンザニア
海外ボランティアリーダー養成
プロジェクト（ボルネオ）

マレーシア・
ボルネオ島

イグアス地域自然環境保全プロジェクト アルゼンチン
高尾の森づくり 東京都
思惟の森育林 岩手県
ケニア社会林業プロジェクト ケニア
所沢キャンパス湿地保全活動 埼玉県
環境保全型森林ボランティア 岡山県
一学一山運動 全国

教　育

ラオス学校建設教育支援 ラオス
チャータースクールへの教育支援 アメリカ
日本語を母語としない年少者の日本語教育
（わにっ子） 早稲田

人　権
DVほっとプロジェクト 国内・韓国
ハンセン病問題支援 国内・中国
コミュニティ・エイズ・プロジェクト（CAP） フィリピン

農　業
三芳村里山づくり・有機農業体験実習 千葉県
農と食と緑の学校inおけら牧場・ラーバンの森 福井県
農楽プロジェクト 早稲田

文化交流
文化保全

難民交流プロジェクト 早稲田
離島交流プロジェクト 沖縄県
日本コリア未来プロジェクト 韓国他
日越学生交流プロジェクト ベトナム
まつだい早稲田じょんのび交流プロジェクト 新潟県
千畝ブリッジングプロジェクト リトアニア
S.P.K.遺跡の保存と村づくり協力クラブ カンボジア
日本ルワンダ学生会議 ルワンダ
天龍村山村留学プロジェクト 長野県

スポーツ
その他

スポーツボランティアプロジェクト 山梨県他
ダウン症児者・自閉症児者・
親きょうだいのワクワクレスリング教室 早稲田

アトム通貨 早稲田
早稲田レスキュー（災害救援ボランティア） 早稲田
Cafaire（カフェアー） 早稲田
音楽ボランティア 埼玉県他

■ プロッフェショナルズ・ワークショップの概要
連携企業／自治体 テーマ

2009年度 学生数 2010年度 学生数 2010年度

ANA総合
研究所 13 ANA総合

研究所 12
あなたの考える佐賀県佐賀市
南部地区の観光と地域活性化
の提案を！

日産
自動車 19 日産

自動車 40
環境メッセージの市場での受
け止め方について
新興国モータリゼーションに
ついて

NEC 15 NEC 20
クラウド時代に向けた新しい
サービス＋端末の検討～次世
代をリードする先進的サービ
ス像＋新端末を考える～

東京
アパッチ
（プロバス
ケットボー
ルチーム）

12 Jリーグ 12
2011シーズンの開幕を告げ
る「スーパーカップ」を満員に
し、熱狂のスタジアムを創り
出す

木島平村 20 木島平村 16 信州木島平村発！！日本のふ
るさと農山村の再生！！

アップル
ジャパン 11 アップル

ジャパン 10 新しい未来のためにVision
をデザインしよう！

KUMON
（日本公文
教育研究会）

13
KUMON
（日本公文
教育研究会）

12 日本の子育てをもっと元気に
しよう！

JAXA（宇宙
航空研究開
発機構）

12

青少年の心に火をつける魅力
的な宇宙教育プログラムを創
ろう！～宇宙の可能性は無限
大！「宇宙」を次世代教育に活
用するために～

「社会貢献・文化推進の早稲田」の確立3

ボランティアを通じた「地球市民」の育成1 社会連携事業の拡充2

文化資源の公開・文化情報の発信3

文化振興のための学外機関との連携強化4
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取り組みました。本年度における地域との連携では、
美濃加茂市（演劇ワークショップ）、軽井沢町および
鴨川市（科学実験教室）での行事を実施しました。他
の地域・自治体とも文化事業面での協力関係を構築・
強化し、大学関係者だけでなく広く地域の方々を対
象としました。文化事業を展開するとともに、学外機
関との連携を通じて広く寄付を募り基金としました。

早稲田大学百五十年史を編纂することを目的とし
て、早稲田大学百五十年史編纂委員会を設置し、内容、
構成、資料収集方法やスケジュール等の検討を開始
しました。

創立百五十年史編纂事業の開始5

エコ・フューチャーの推進6

本年度からは、「省エネルギー法」改正に伴う対応
のほか、東京都の「都民の健康と安全を確保する環境
に関する条例」（「環境確保条例」）改正があり、早稲
田・戸山・西早稲田の各キャンパスおよび先端生命医
科学センターが、C02排出総量の8％削減義務と排
出量取引制度の対象となることから、設備の高効率
化や運用の改善を細部にわたり行うとともに、教職
員、学生を対象とする啓発・省エネルギー活動等を強
化しました。

WASEDA CULTURE
　本学では、国宝2件、重要文化財7件、重要美術品8件を含む図書資料、美術品、書画、博物資料、映像資料、記録文書類な
ど約500万点以上が、図書館、坪内博士記念演劇博物館、會津八一記念博物館、大学史資料センターなどに所蔵され、教育と
研究に活用されています。
　今年度は、早稲田四尊生誕150周年記念、早稲田大学校友会設立125周年記念ということもあり、学生・教職員・校友が連携
し様々な文化事業が開催されました。特に、国際ペン東京大会2010が早稲田大学を主会場として開催され、国内外から多くの作
家や文学者が来校しました。国の重要文化財である大隈記念講堂は、文化と教育文化を発信し続ける新しい可能性を示すと高く評
価され、日本建築学会賞を受賞しました。

＜2010 年度行った文化事業の一例＞
●メイエルホリドの芸術と生涯展-没後70年、復権55年　●現代演劇シリーズ第35弾『松田正隆-言葉にならない記憶を求めて-』　
●六世中村歌右衛門-歌舞伎座との歩み　●現実から想像へ-チェコ舞台衣装デッサン画展-　●能楽太鼓方川崎九淵五十回忌記念　
●北京人民芸術劇院共催　生誕百年記念-曹禺展-　●森繁久彌展　●二世　市川左團次展　●尾崎文彦の元気　無垢の眼Ⅱ　
●文学学術院創設120周年記念「交差する知－文化の構想力」　●穴澤コレクション-東洋考古学資料展-　
●書の美、屏風　近世の絵画、白隠・遂翁・東嶺、美濃の白隠　●2010年度春季企画展-没後50年-　浅沼稲次郎とその時代　
●秋季企画展　早稲田四尊生誕150周年記念　高田早苗展　
●国際ペン東京大会　企画展示　日本ペンクラブの歴史展、広河隆一写真展「人間の戦場」　
●演劇講座「六世中村歌右衛門を語る」　●早稲田大学校友会設立125周年記念「早稲田　狂言の夕べ」　
●早稲田学生文化・芸術祭（6/4-6/13）　●演劇公演奥州幕末のハムレット「破無礼」　●川崎九淵五十回忌記念展関連　
●演劇講座「よみがえる名人芸～愛蔵の鼓胴を中心に～」　●国際ペン東京大会　文学フォーラム（講演会・朗読劇など）　
●国際ペン大会開会式・閉会式、基調講演　高行健、マーガレット・アトウッド　
●早稲田交響楽団メイプルコンサート（中野ゼロホール）　●京都未生流次期家元　笹岡隆甫様と学生による共同作品制作と講演
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WASEDA SPORTS
　本学では、競技スポーツの強化に関する取り組みを積極的に行い、スポーツ振興やスポーツの活用に伴う社会的リーダーの育成に
努めています。

＜団体＞ 野球 第41回明治神宮野球大会/優勝
 庭球 第63回・64回　全日本大学対抗テニス王座決定試合・男子/優勝（6連覇）
  第45回・46回　全日本大学対抗テニス王座決定試合・女子/優勝（5連覇）
 漕艇 第37回　全日本大学選手権大会・女子総合/優勝（2連覇）
 剣道 第58回　全日本学生剣道優勝大会・男子団体/優勝
 競走 第42回　秩父宮賜杯全日本大学駅伝対校選手権大会/優勝（駅伝単年度3冠）
  第22回　出雲全日本大学選抜駅伝競走/優勝
  第87回　東京箱根間往復大学駅伝競走/総合優勝
 スキー 秩父宮杯・秩父宮妃杯・寛人親王杯
  第82・83・84回全日本学生スキー選手権大会・男子/総合優勝（3連覇）
 ア式蹴球 第18・19回　全日本大学女子サッカー選手権大会/優勝（2連覇）
 ヨット  第73・74・75回　全日本学生ヨット選手権大会/総合優勝（3連覇）
  第74・75回　全日本学生ヨット選手権大会・スナイブ級/優勝（2連覇）
 フェンシング 第49・50回　全日本大学対抗選手権大会・男子フルーレ団体/優勝（2連覇）
 軟式庭球 第61・62・63・64回　全日本大学対抗ソフトテニス選手権大会・男子団体/優勝（4連覇）

＜個人＞ 野球 第 5 回　世界大学野球選手権大会/3位  大　石　　達　也
  第 5 回　世界大学野球選手権大会/3位  斎　藤　　佑　樹
  第 4 回　世界大学野球選手権大会/2位
 水泳 第16回　アジア競技大会　競泳競技 200mバタフライ女子/2位 星　　　　奈津美
 スキー 第25回　ユニバーシアード冬季競技大会 クロスカントリー男子スプリント/4位 柏　原　　暢　仁
   クロスカントリーMIXチームスプリント/8位
   クロスカントリー男子10kmクラシカル/2位 レンティング　  陽
   ジャンプ団体/優勝 原　田　　侑　武
  FIS ワールドカップ　ノルウェー大会 コンバインド個人第4戦/7位 渡　部　　暁　斗
  FIS ワールドカップ　オーストリア大会 コンバインド個人第6戦/6位
   コンバインド団体戦/6位
  FIS ワールドカップ　ドイツ大会 コンバインド個人第8戦/5位
  FIS ノルディック世界選手権2011 コンバインド個人ノーマルヒル/5位
  第 7 回　アジア冬季競技大会  クロスカントリー女子リレー/2位 柏　原　　理　子
 スケート アジア冬季大会（カザフスタン・アスタナ/アマルティ） ショートトラック500m/3位 酒　井　　裕　唯
  2011年ショートトラックW杯第6戦（ドイツ・ドレスデン） 1000m/2位
  2010年ショートトラックW杯第2戦（ケベック大会）1500m/3位 桜　井　　美　馬
  2010年ショートトラックW杯第3戦（長春大会）1500m/3位
  第 7 回　アジア冬季大会（カザフスタン・アスタナ/アマルティ） 1500m/3位
 ア式蹴球 第16回　アジア競技大会/中国・広州/優勝 富　山　　貴　光
 卓球 第16回　アジア競技大会団体、男子ダブルス/3位 松　平　　健　太
  第50回　世界卓球選手権2010モスクワ大会男子団体/3位
 レスリング  第 5 回　世界学生選手権　フリースタイル女子63kg級/3位 高　橋　　海里奈
  第 7 回　世界学生選手権　フリースタイル男子66kg級/優勝 石　田　　智　嗣
 自転車 第30回　アジア自転車競技選手権大会　マディソン男子エリート/3位 佐々木　　　　龍
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本学の財政を取り巻く社会的・経済的環境は、依然と
して厳しい状況の中にあり、大学の使命である教育研
究活動を持続的に発展・強化していくためには、その財
源を効率的に活用する必要があります。このため本学
は事業の優先度とコストを意識した財政運営を行いま
した。経常予算の一律4％マイナスシーリングを実施
するとともに、事業の優先度に応じた予算の効率的配
分に努めました。また、コスト意識を持って効率的な予
算執行を図り、財政の安定的基盤の強化に努めました。

恒常的な資金獲得を目的とした『WASEDAサポー
ターズ倶楽部』の賛同拡大に向けた各種施策に取り組
み、結果として、年度目標額の2倍を上回る約4億8
千万円のご支援をいただきました。
また、「早稲田大学をご支援いただいている皆様との
集い WASEDAサポーターズ倶楽部エグゼクティブ・
フォーラム」も前年度に引き続き開催し、参加された特
別会員（本学名誉称号贈呈者）の皆様に好評を得ました。
その他の募金活動については、従来からの「教育振
興資金」および「高等学院 教育環境整備・強化事業募
金」の募集に加え、新たに「本庄高等学院30周年記念 
教育環境整備・充実募金（目標金額5億円、募集期間5
年）」活動を本年度から開始しました。
なお、経済界と大学との関係構築・強化への重要な取

り組みの一環として「稲門経済人の集い」を本年度より
実施しました。参加された大手企業役員の皆様からの
評価も非常に高く、当初目標の達成に向けて期待が持
てる結果が残せました。併せて、「法人情報システム」お
よび「稲門役員情報」の一層の精度向上に努めました。

国内外の優秀な学生が早稲田に集うためには、経済
的負担を軽減するための奨学金制度の充実が不可欠
です。本学独自の制度である学内奨学金は年間約35
億円の規模となっており、すべてが返還を伴わない給

付奨学金であり、国内の私立大学ではトップクラスと
なっています。
これまでの学内奨学金制度には例を見なかった入試
出願前予約採用タイプの「めざせ！都の西北奨学金」は
地方出身学生の経済支援を効果的に実現しています。
また、「博士後期課程若手研究者養成奨学金」は国内
外を問わず、優秀な若手研究者が安心して研究に専念
できるよう、有効に運用されています。
また、国費留学生の学費負担にも多額の奨学費が
充当されており、多くの優秀な留学生が本学で学べる
環境を整備しています。
様々な学生のニーズに対応した様々な種類の奨学
金を用意していることも、本学の奨学金制度の大きな
特徴となっています。

2010年に「設立125周年」を迎えた早稲田大学校
友会と連携を図りながら、本学の大きな財産であり原
動力である校友とのネットワークの構築に一層努めま
した。とりわけ本年は、招待年次に「卒業後15年目」の
校友を加え、ホームカミングデーのさらなる充実を図る
とともに、全国で開催する「地域交流フォーラム」等と
も連動し本学の知的財産を還元しながら、大学と校友・
父母との交流促進を図りました。
また、前年度から活動を開始した『Hello！WASEDA』

を、本年度は愛知・大阪・広島・佐賀の4府県で開催しまし
た。様々なイベント等を通じ若手校友とのネットワークの
構築を推進しました。
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億
円
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26.7
29.7

31.8
35.2
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（年度）

■ 学内奨学費の実績

教育研究環境の整備4

財政基盤の強化1

恒常的な募金体制の確立2

奨学金制度の充実3

校友・父母との連携強化4
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学術院を統合する英文紹介ページも完成し、学術院単
位での英語情報発信環境も整いました。
記者会見を含むニュースリリースは、205件（2009
年度181件）実施し、260件（同337件）のパブリシ
ティでの報道を得ました。また、総長交代に伴い、新総
長の紹介や大学が目指す方向性を明確に示すことを目
標に、就任記者会見はもちろんのこと、新聞・雑誌等の
企画記事から、初の試みとしてBSテレビ番組にも出演
するなど、幅広い媒体でトップ広報活動を展開しました。
（注） パブリシティ件数については、野球部練習公開、秋の六大学野球

優勝パレード、プロ野球ドラフト関係および危機管理案件は除く

本学における内部統制の有効性を高めるため、監事、
会計監査人および監査室の三者が有機的に連携し、会
計および業務に関する監査を強化することにより、コン
プライアンス強化を推進しました。

本学における男女共同参画推進へ向けての意識向
上のために、教職員・学生を対象とした講演会・セミ
ナー・交流会などを多数開催するほか、学内に設置され
ている関連科目の充実を図りました。広報活動としては、
ホームページやポータルサイトにおける情報発信を行
うとともに、ニュースレターやリーフレットを定期的に発
行し、全学に配布しました。また、2011年度から教職
員・学生が優先的に利用できる一時預かりの託児室を
学内に設置することとし、その準備を進めました。

・早稲田キャンパスは、D棟建設に向け検討を始めました。ま
た、統一されたサインをキャンパスの各所に設置しました。
・戸山キャンパスは、旧33号館の解体および新33号館
の建設に着手しました。
・本庄高等学院は、2012年春の竣工に向け校舎建設
に着手しました。
・中野国際コミュニティプラザ（仮称）の建設に伴う諸手
続きを開始しました。

2009年12月に本学の学生が利用する学生寮全体の
運営計画や寮内教育プログラムなどを担当するレジデ
ンスセンターが設置され、本年度本格的に始動しました。
これまでの既存学生寮の教育プログラムの充実や
見直し、2013年度の開設を予定している大規模な国
内外の学生が混在型で生活する学生寮の運営方法の
検討などを進めました。

「CAMPUS NOW」（教職員・父母向け広報誌約5
万部×年5回）、「西北の風」（校友向け広報紙約44万
部×年1回）、「WASEDA ONLINE」（讀賣新聞Web
広告 月間平均PageView約34万件）、キャンパスツ
アー（本年度総来校者約26,000名）など、様々な媒体
を使って大学の情報を広く継続的に発信し、本学の理
解促進に努めました。石橋湛山記念早稲田ジャーナリ
ズム大賞も賞創設10周年の節目を迎え、混迷を深め
る現代において、ジャーナリズムは湛山に何を学ぶべ
きかをテーマに、記念パネルディスカッションを開催し
ました。
また、YouTubeやTwitterといった新しいソーシャ
ル・ネットワーキング・サービスツールを大学広報に公
式に採用するなど、Webを主体とした情報発信体制の
さらなる充実を図りました。特に国際的な情報発信力
の強化をテーマに、年次計画で昨年度に引き続き、大
学院の英語サイトの新規作成を支援するとともに、各

教育研究施設の整備5

学生寮運営体制の整備6

コンプライアンスの実現8

男女共同参画の推進9

広報体制の強化7
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への対応、事務所の開室状況や各種行事の開催の有
無のお知らせなど、学内で決定したことを速やかに日
英両言語対応で公開し、分かりやすく周知することに
努めました。

2011年3月11日の地震発生直後の帰宅困難者対
策をはじめとした緊急対応に続き、本学の被害状況、
学生、教職員およびその家族の安否など関連する情報
を一元化し、大学として迅速かつ適切な対応を行うた
めの災害対策本部を設置しました。

被災した学生が就学を断念することが無いようにす
ることを最優先としたうえで、計画停電への対応、留学
生に対する配慮等、様々な問題点を考慮して次の措置
を講じました。
①被災地の入学予定者への入学時期の猶予措置
②被災学生の入学金、授業料等の減免措置
③前期授業開始日の延期など

本学の各キャンパスの建物の被害状況と安全性の
確認・調査を行いました。調査の結果、地震による損傷
によって構造的に著しい被害を受けた建物は無いこと
が判明しています。なお、上層階の研究室において、転
倒防止実施済みにもかかわらず、書架の転倒が見受け
られましたので、それらについては抜本的な転倒防止
対策工事等を行うこととしました。

余震等による被害を防止し、電力消費抑制や公共交
通機関に対する負荷を可能な限り軽減するという社会
的責務を考慮して卒業式を中止しました。また、同様の
観点から4月初めの入学式や各式典の中止を決定しま
した。

地震発生直後より、施設の損壊状況や帰宅困難者
への支援情報等を本学Webサイトに掲載し、発信情報
の一元化を図るため震災関連の特設Webサイトを開
設しました。当該Webサイトでは、入学予定者・在学生

東日本大震災への対応5

学生への対応1

キャンパスの安全確認2

行事（卒業式・入学式）の中止3

震災に関する情報発信4

17Waseda  Ann ua l  R epo r t  2010

学
校
法
人
の
概
要

2
0
1
0
年
度
事
業
の
概
要

2
0
1
1
年
度
事
業
計
画
書
の
概
要

2
0
1
1
年
度
予
算
の
概
要

数
字
で
見
る
早
稲
田

財
務
の
概
要



■ 学生数の推移

学部 大学院 学校等

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

2010年
（年度）

（
人
）

44,893

9,286

3,383

2006年 2007年 2008年 2009年

3,198

8,460

46,034 45,757

8,471

3,245 3,336

8,609

45,192 44,892

8,693

3,451

2010年5月1日現在

■ 校友総数（2011年3月現在） ※卒業生、教職員校友および推薦校友の合計

男　性 466,792名

女　性 91,410名

合　計 558,202名

■ キャンパス面積
キャンパス面積（㎡）

早稲田キャンパス 125,725

戸山キャンパス 33,030

西早稲田キャンパス 44,894

所沢キャンパス 367,807

上石神井 52,691

本庄 859,726

上井草 24,645

東伏見 93,911

軽井沢追分 171,712

鴨川 93,823

その他 242,446

合　計 2,110,410

■ 一般入試志願者数の推移

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

2011年
（年度）

（
人
）

113,653

2006年 2007年 2008年 2009年 2010年

110,996

125,647 125,249 121,166
115,515

2011年4月13日確定

■ 職員数の推移

2010年5月1日現在

専任 嘱託

0

1,000

800

600

400

200

1,200

2010年
（年度）

※（　）数字は女性数（
人
）

801
（187）

341
（195）

2006年 2007年 2008年 2009年

762
（199）

135
（56）

782
（193）

173
（88）

788
（190）

203
（103）

800
（188）

225
（118）

■ 教員数の推移

2010年5月1日現在

専任・専任扱い 非常勤

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2010年
（年度）

※（　）数字は女性数（
人
）

2,169
（319）

4,384
（967）

2006年 2007年 2008年 2009年

2,029
（277）

3,691
（701）

2,038
（269）

3,846
（722）

2,122
（275）

4,099
（812）

2,162
（312）

4,396
（942）

※ 専任・専任扱い:教授、特任教授、准教授、専任講師、助教、助手、客員教員
（専任扱い）、客員研究助手、教諭
※非常勤：客員教員（非常勤扱い）、非常勤講師

数字で見る早稲田
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キャンパスマップ

北九州

水巻町 

若松区 

遠賀町 

奥洞海駅 二島駅 

本城駅 

折尾駅 

水巻駅 

東水巻駅 

遠賀川駅 

筑豊本線 

北九州キャンパス

早稲田駅 

西早稲田駅 

日本橋駅 

東伏見駅 

東伏見キャンパス 

早稲田・
戸山・西早稲田
キャンパス 

日本橋キャンパス 

所沢キャンパス

本庄キャンパス

所沢駅 

小手指駅 

本川越駅 

←飯能 

←高崎 

JR山手線 

JR高崎線 

上越新幹線 

JR中央線 

西武池袋線 

西武池袋線 

西武新宿線 

西武新宿線 ン

池  袋

上  野

東  京新  宿

本  庄

本庄早稲田

高田馬場

東京メトロ
副都心線

東京メトロ
東西線

関 東
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本学は、教育研究の将来プランとなる「Waseda 

Next 125」に基づき、目下、新たな教育研究環境

の構築を積極的に推進しています。2010年度は、

高等学院中学部が新たに開校したほか、教員増員や

奨学金制度の拡充等を行い、教育研究条件のさらな

る向上に努めました。

ハード面では、喜久井町キャンパスに40号館が竣

工し、また、戸山キャンパス33号館新築工事や本庄

キャンパス校舎新築工事が着工したほか、各キャンパ

スで引き続き各校舎耐震強化改修工事等を推進して、

教育研究環境の一層の整備・充実をはかりました。

2010年度の消費収支の概況は、収入面では、入

学検定料の減少等がありましたが、補助金や寄付金、

雑収入等が予算を大幅に上回り、帰属収入全体とし

ては予算額を約74億円上回りました。

他方、支出面においては、外部資金からの人件費

の支出増や教職員の増員等に伴う人件費の増加など

により人件費総額が予算を約21億円超過したほか、

競争的環境の下で採択された教育研究関連の外部資

金による支出増等に伴い、教育研究経費が予算を約

8億円超過したことなどによって、消費支出合計では

予算額を約42億円上回りました。なお、施設設備関

係支出等を主な内容とする基本金組入額が、一部の

建設工事の繰り延べ等の影響等もあり予算を約6億円

下回ったため、支出の総額では予算額を約36億円上

回るにとどまりました。

これらの結果、収支状況は予算段階での約109億

円の消費支出超過から、決算では約71億円の消費

支出超過へと約38億円改善しました。

また、予算段階で約7億円であった帰属収支差額

（帰属収入－消費支出）については約39億円となり、

約32億円増加しました。今後とも、帰属収支差額を

一定額確保することを目標に、支出面で経費削減等

を推進して健全性を確保した財政運営に努力していき

ます。

また、借入金等残高は、2009年度末の約112億

円から、2010年度末には約102億円へと約10億円

残高を圧縮させて、年間の支払利息をさらに減少させ

ました。

【決算の概要】
① 消費収支計算書
2010年度の消費収支決算の概要について予算と

の対比で説明しますと、まず収入面は、寄付金、補

助金、雑収入等の収入科目が予算を大幅に上回りま

した。このうち寄付金は、9億3,000万円の現物寄

付の受入れが予算超過に大きく影響しましたが、補

助金については、「施設整備費補助金」や競争的資

金等の獲得によって、予算を23億8,300万円上回

ることになりました。これらの結果、帰属収入合計

は、予算を73億9,300万円上回る979億6,800万

円となりました。

他方、支出面では、人件費の増加や競争的資金の

増に伴う教育研究経費の増加などにより、消費支出

の部合計は、予算を41億7,500万円上回る940億

7,300万円となりました。また、基本金組入額は、

校地・校舎・機器備品・図書等に対する支出額であ

る第1号基本金への組入額が主なもので、総額では

予算を5億5,600万円下回る109億8,600万円とな

りました。

以上により、2010 年度の消費支出超過額は、

予算より37億7,300万円改善して70億9,100万円

となり、消費支出超過額の累計額は前年度の829

億9,000万円から900億8,100万円になりました。

（※文中、表の金額については百万円未満を調整し百万円単位とし、
グラフの金額については、原則として億円単位で表示しています。）

② 資金収支計算書
2010年度の収支状況を、資金収支計算書により

資金の流れでみると、収入額は、2011年度新入生

の入学時納付金の前受金収入等を含め1,403億

2,400万円で、前年度より繰越された285億7,500

万円を加えると、収入合計は1,688億9,900万円と

なりました。

財務の概要

2010年度決算1
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雑収入他
3.8%（37億円）

学生生徒等
納付金

65.0%（637億円）

手数料
4.6%（46億円）

寄付金
3.6%（35億円）

補助金
14.4%（141億円）

帰属収入
980億円

資産運用収入
2.7%（26億円）

事業収入
5.9%（58億円）

■ 消費収支計算書
  2010（平成22）年 4月  1日から
  2011（平成23）年 3月31日まで （単位　百万円）

科　目 予　算 決　算 差　異

消費収入の部

学生生徒等納付金 63,348 63,701 △353

手数料 4,581 4,561 20

寄付金 1,961 3,494 △1,533

補助金 11,733 14,116 △2,383

資産運用収入 2,206 2,616 △410

資産売却差額 0 967 △967

事業収入 5,209 5,759 △550

雑収入 1,537 2,754 △1,217

帰属収入合計 90,575 97,968 △7,393

基本金組入額合計 △11,542 △10,986 △556

消費収入の部合計 79,033 86,982 △7,949

消費支出の部

人件費 45,100 47,245 △2,145

教育研究経費 39,965 40,780 △815

管理経費 4,448 4,049 399

借入金等利息 149 147 2

資産処分差額 166 1,816 △1,650

徴収不能引当金繰入額 60 14 46

徴収不能額 0 22 △22

予備費 10 10

消費支出の部合計 89,898 94,073 △4,175

当年度消費支出超過額 10,865 7,091

前年度繰越消費支出超過額 84,790 82,990

翌年度繰越消費支出超過額 95,655 90,081
人件費

45.0%（472億円）
教育研究経費

38.8%（408億円）

管理経費
3.8%（40億円）

借入金等利息
0.1%（1億円）

消費支出＋
基本金組入額
1,050億円

資産処分差額他
1.8%（19億円）

基本金組入額
10.5%（110億円）

一方、支出額は、人件費、教育研究経費、管理経

費、借入金返済、施設・設備関係支出等1,408億

7,500万円でしたので、差し引き280億2,400万

円が次年度への繰越支払資金となりました。

③ 貸借対照表
大学の財政状態を貸借対照表によって説明すると、

2010年度末現在の資産の総額は、3,373億9,700

万円で、その内訳は有形固定資産2,267億5,900万

円、その他の固定資産774億2,700万円および流

動資産332億1,100万円となりました。

他方、負債の総額は、借入金、退職給与引当金、

前受金など合計して524億7,000万円で、基本金

は3,750億800万円となり、その内訳は、校地・

校舎・機器備品・図書など教育・研究に必要な資産

の自己資金調達額を示す第1号基本金が3,243億
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■ 資金収支計算書
  2010（平成22）年 4月  1日から
  2011（平成23）年 3月31日まで （単位　百万円）

科　目 予　算 決　算 差　異

収入の部

学生生徒等納付金収入 63,348 63,701 △353

手数料収入 4,581 4,561 20

寄付金収入 1,961 2,564 △603

補助金収入 11,733 14,116 △2,383

資産運用収入 2,206 2,616 △410

資産売却収入 0 38,745 △38,745

事業収入 5,209 5,759 △550

雑収入 1,537 2,754 △1,217

前受金収入 12,301 12,918 △617

その他の収入 9,511 9,117 394

資金収入調整勘定 △14,825 △16,527 1,702

当年度収入合計 97,562 140,324 △42,762

前年度繰越支払資金 26,704 28,575 △1,871

収入の部合計 124,266 168,899 △44,633

支出の部

人件費支出 45,525 47,659 △2,134

教育研究経費支出 30,179 30,957 △778

管理経費支出 3,480 3,359 121

借入金等利息支出 149 147 2

借入金等返済支出 980 980 0

施設関係支出 12,890 9,078 3,812

設備関係支出 2,673 3,065 △392

資産運用支出 4,506 45,693 △41,187

その他の支出 6,647 7,298 △651

予備費 10 10

資金支出調整勘定 △5,989 △7,361 1,372

当年度支出合計 101,050 140,875 △39,825

次年度繰越支払資金 23,216 28,024 △4,808

支出の部合計 124,266 168,899 △44,633

■ 貸借対照表
  2011（平成23）年 3月31日

（単位　百万円）

科　目 本年度末 前年度末 増　減

資産の部

　固定資産 304,186 300,810 3,376

　　有形固定資産 226,759 224,044 2,715

　　その他の固定資産 77,427 76,766 661

　流動資産 33,211 33,729 △518

資産の部合計 337,397 334,539 2,858

負債の部

　固定負債 27,885 28,947 △1,062

　流動負債 24,585 24,560 25

負債の部合計 52,470 53,507 △1,037

基本金の部

基本金の部合計 375,008 364,022 10,986

消費収支差額の部

消費収支差額の部合計 △90,081 △82,990 △7,091

負債の部、基本金の部及び
消費収支差額の部合計 337,397 334,539 2,858

3,000万円、将来の施設設備の取得に充当するため

の資金の保有額を示す第2号基本金が183億6,300

万円、奨学基金、国際交流基金、研究助成基金など

の果実を教育研究のための経費の一部に充当する基

金である第3号基本金の254億900万円等となって

います。

翌年度繰越消費支出超過額は、70億9,100万円

の消費支出超過額によって、2010年度末で900億

8,100万円となりました。
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2010年度は、厳しい経済環境の下で効率的な資

金運用に努めた結果、受取利息・配当金収入（第3

号基本金運用収入を含む）が昨年度に比べて約

有利子負債の圧縮や経費削減等の継続的な財政改

革により、2006年度～2010年度の財務比率は、

消費収支計算書関係比率（フロー面）を中心として

徐々に改善されてきました。貸借対照表関係比率

（ストック面）については、教育研究条件を向上さ

せる新規事業等に優先的に自己資金を投入してきた

2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年
（年度）

（億円） （億円）

利息額残高
0

300
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900

1,200
有価証券等残高 普通預金残高 受取利息・配当金（第3号基本金運用収入を含む）

0

10

20

30

40

6,200万円増加しました。今後とも、奨学金や研究

費等の財源を確保するために、一層の資金運用の効

率化を図っていきます。

ため、依然として改善途上の状態にありますが、大

規模な施設計画が一段落する2015年度以降には、

消費支出超過額を極力抑制していく方針ですので、

ストック面の財務比率の改善が一層進むものと考え

ています。主な財務比率の推移については次表をご

参照下さい。

■ 金融資産の推移

効率的な資金運用による教育研究条件向上のための財源確保2

大学財政の推移3
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主な財務比率の推移（2006年度～2010年度）
1.消費収支計算書の推移
■ 消費収入の部 （単位　百万円）

科　目 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
学生生徒等納付金 62,449 62,952 62,997 63,132 63,701
手数料 4,981 4,931 4,755 4,631 4,561
寄付金 4,450 6,634 4,681 2,946 3,494
補助金 10,557 14,711 12,207 14,625 14,116
資産運用収入 3,480 4,513 3,484 2,562 2,616
資産売却差額 20 0 0 2 967
事業収入 8,114 7,745 7,305 5,654 5,759
雑収入 2,704 2,808 3,234 3,563 2,754
帰属収入合計 96,755 104,294 98,663 97,115 97,968
基本金組入額合計 △14,452 △18,470 △15,235 △6,402 △10,986
消費収入の部合計 82,303 85,824 83,428 90,713 86,982

■ 消費支出の部 （単位　百万円）
科　目 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

人件費 43,091 44,544 46,011 46,770 47,245
教育研究経費 39,036 40,293 43,533 41,904 40,780
管理経費 4,595 4,810 4,573 4,316 4,049
借入金等利息 304 268 197 159 147
資産処分差額 141 167 543 2,256 1,816
徴収不能引当金繰入額 31 56 61 58 14
徴収不能額 20 20 50 17 22
消費支出の部合計 87,218 90,158 94,968 95,480 94,073
当年度消費収支差額 △4,915 △4,334 △11,540 △4,767 △7,091
前年度繰越消費収支差額 △57,434 △62,349 △66,683 △78,223 △82,990
翌年度繰越消費収支差額 △62,349 △66,683 △78,223 △82,990 △90,081
帰属収支差額 9,537 14,136 3,695 1,635 3,895

■ 消費収支計算書関係比率の推移 （%）
財務比率 算式（×100） 評　価 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 全国平均

1 人件費比率▼
人 件 費 → 44.5 42.7 46.6 48.2 48.2 52.6
帰 属 収 入

2 人件費依存率▼
人 件 費 → 69.0 70.8 73.0 74.1 74.2 72.4
学生生徒等納付金

3 教育研究経費比率△
教 育 研 究 経 費 → 40.3 38.6 44.1 43.1 41.6 30.9
帰 属 収 入

4 管理経費比率▼
管 理 経 費 → 4.7 4.6 4.6 4.4 4.1 10.3
帰 属 収 入

5 借入金等利息比率▼
借 入 金 等 利 息 → 0.3 0.3 0.2 0.2 0.2 0.4
帰 属 収 入

6 消費支出比率▼
消 費 支 出 → 90.1 86.4 96.3 98.3 96.0 96.3
帰 属 収 入

7 消費収支比率▼
消 費 支 出 → 106.0 105.0 113.8 105.3 108.2 110.8
消 費 収 入

8 学生生徒等納付金比率
学生生徒等納付金 ー 64.5 60.4 63.9 65.0 65.0 72.7
帰 属 収 入

9 寄付金比率△
寄 付 金 → 4.6 6.4 4.7 3.0 3.6 2.5
帰 属 収 入

10 補助金比率△
補 助 金 → 10.9 14.1 12.4 15.1 14.4 12.9
帰 属 収 入

11 基本金組入率△
基 本 金 組 入 額 → 14.9 17.7 15.4 6.6 11.2 13.1
帰 属 収 入

12 減価償却額比率
減 価 償 却 額 ー 9.9 9.3 10.6 10.4 10.7 11.3
消 費 支 出

13 帰属収支差額比率△
帰属収入－消費支出 → 9.9 13.6 3.7 1.7 4.0 3.7
帰 属 収 入

（注） 全国平均の比率は、日本私立学校振興・共済事業団が集計した私立大学（医歯系法人を除く全国496法人）の2009年度の平均値である。
 財務比率項目の下段の印は、△＝高い値がよい　▼＝低い値がよい　を示している。
  評価欄の矢印については、上向き（ →）は本学が2006年度と2010年度を比較して改善傾向にあることを示し、下向き（→ ）は悪化傾向を示している。

横棒（－）はどちらとも言えないものを示している。（毎年5年間の数値を記載している。）
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2.貸借対照表の推移
■ 資産の部 （単位　百万円）

科　目 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
固定資産 296,550 303,016 302,642 300,810 304,186
　有形固定資産 200,252 214,769 223,196 224,044 226,759
　その他の固定資産 96,298 88,247 79,446 76,766 77,427
流動資産 29,648 33,786 30,629 33,729 33,211
資産の部合計 326,198 336,802 333,271 334,539 337,397

■ 負債の部・基本金の部・消費収支差額の部 （単位　百万円）
科　目 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

固定負債 35,502 32,300 28,256 28,947 27,885
流動負債 29,130 28,800 25,618 24,560 24,585
負債の部合計 64,632 61,100 53,874 53,507 52,470

第１号基本金 269,600 290,788 307,440 314,696 324,330
第２号基本金 23,608 20,409 18,579 17,383 18,363
第３号基本金 24,609 24,752 24,909 25,037 25,409
第４号基本金 6,098 6,436 6,692 6,906 6,906
基本金の部合計 323,915 342,385 357,620 364,022 375,008

消費収支差額の部合計 △62,349 △66,683 △78,223 △82,990 △90,081

負債・基本金・消費収支差額の部合計 326,198 336,802 333,271 334,539 337,397

■ 貸借対照表関係比率の推移 （%）
財務比率 算式（×100） 評　価 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 全国平均

1 自己資金構成比率△
自 己 資 金

→ 80.2 81.9 83.8 84.0 84.4 86.8
総 資 金

2 固定比率▼
固 定 資 産

→ 113.4 109.9 108.3 107.0 106.8 100.0
自 己 資 金

3 固定長期適合率▼
固 定 資 産

→ 99.8 98.4 98.4 97.0 97.2 92.0
自己資金＋固定負債

4 固定資産構成比率▼
固 定 資 産

→ 90.9 90.0 90.8 89.9 90.2 86.8
総 資 産

5 流動比率△
流 動 資 産

→ 101.8 117.3 119.6 137.3 135.1 232.7
流 動 負 債

6 流動資産構成比率△
流 動 資 産

→ 9.1 10.0 9.2 10.1 9.8 13.2
総 資 産

7 総負債比率▼
総 負 債

→ 19.8 18.1 16.2 16.0 15.6 13.2
総 資 産

8 負債比率▼
総 負 債

→ 24.7 22.2 19.3 19.0 18.4 15.2
自 己 資 金

9 固定負債構成比率▼
固 定 負 債

→ 10.9 9.6 8.5 8.7 8.3 7.5
総 資 金

10 流動負債構成比率▼
流 動 負 債

→ 8.9 8.6 7.7 7.3 7.3 5.7
総 資 金

11 消費収支差額構成比率△
消 費 収 支 差 額 → △19.1 △19.8 △23.5 △24.8 △26.7 △8.1
総 資 金

12 基本金比率△
基 本 金

→ 95.2 95.9 97.2 97.7 97.8 96.9
基 本 金 要 組 入 額

（注） 全国平均の比率は、日本私立学校振興・共済事業団が集計した私立大学（医歯系法人を除く全国496法人）の2009年度の平均値である。
 財務比率項目の下段の印は、△＝高い値がよい　▼＝低い値がよい　を示している。
  評価欄の矢印については、上向き（ →）は本学が2006年度と2010年度を比較して改善傾向にあることを示し、下向き（→ ）は悪化傾向を示している。

横棒（－）はどちらともいえないものを示している。（毎年5年間の数値を記載している。）
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2001年度　
研究開発センター・
シルマンホール・
上井草運動場取得

2003年度　
西早稲田ビルの収益
事業会計からの繰入

2004年度
軽井沢離山下土地売却等

2006年度　喜久井町
キャンパス隣接地取得等

2008年度
中野国有地取得等

2009年度
厚木市土地・建物の売却

2005年度
東京女子医大との国有地共同取得、留学生寮用土地・
大隈会館隣接地取得、館山校地売却等

人件費 教育研究経費 管理経費 借入金等利息 予備費他 資産処分差額 基本金組入額
学生生徒等納付金 手数料 補助金 資産運用収入 事業収入 雑収入 寄付金 資産売却差額

2011年予算2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年

1998年度～2001年度は
授業料1.9%改定、
施設費定額改定

2010年度・2011年度は
授業料0.7%改定2002年度～2005年度は授業料1.5%改定、在学生減額改定 2006年度～2009年度は授業料0.7%改定、在学生減額改定

（年度）※棒グラフの左側は帰属収入、右側は消費支出と基本金組入額の合計を表す。

消費収支の推移

有形固定資産 その他の固定資産 流動資産
基本金 固定負債 流動負債消費収支差額

0
200
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1,400
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3,200

3,800

△1,000

△400

2010年度末2001年度末 2002年度末 2003年度末 2004年度末 2005年度末 2006年度末 2007年度末 2008年度末 2009年度末

4,400
（億円）

貸借対照表の推移
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本学は、これまでに築いてきた伝統を継承し、さら
にそれを飛躍的に発展させることを期して、中長期計
画である「Waseda Next 125」を2008年に策定
した。そこで示された方向性は、日本の大学として
の存在を超え、グローバルユニバーシティとしての
「WASEDA」を構築することである。
現在の国際社会は、地球規模の環境問題をはじめ

とし、政治や経済などについても深刻な状況に直面し
ている。また、新興国の急速な発展に伴って国際的
な勢力図が大きく変わりつつある。さらに、国内的に
は、少子高齢化の加速、低い経済成長、グローバル
化対応の遅れなどの諸事情も加わって、日本の国際
的な地位の低下が懸念されている。このような困難な
時代においては、大学を中心として「科学技術の発
展」と「優れた人材の育成」を軸に、科学技術立
国・教育立国の政策を強力に推進することが資源の乏
しい日本の進むべき今後の方向である。
本学は、「学問の独立」「学問の活用」「模範国民

の造就」を建学の理念として掲げ、創立当初から、時
代の牽引車として大きな役割を果たしてきた。これから
も建学の理念を現代社会にふさわしい形で具現化し、
より一層の推進を図らなければならない。そこで、今後
も広く社会の発展に資するため「社会に貢献する知の
具現」と「グローバル社会に生きる人材の養成」を大
きなテーマとして掲げ、世界の教育研究拠点としての
「WASEDA」の実現に向けた諸施策に取り組んでいく。
「社会に貢献する知の具現」においては、伝統的
な学問領域を一層深化させていくとともに、総合大学
としての本学の強みを活かし、人文科学、社会科学、

1.「教育の早稲田」の充実
　　‒グローバル化対応の拡充・創造力を生む基礎力の涵養・多様性の確保‒
（ 1 ）新たな教育研究活動への取組み
 ①日本語教育研究センターの体制整備
 ②法学部入学定員の変更
 ③文学研究科人文科学専攻修士課程「現代文芸コース」の新設
 ④基幹理工学研究科「表現工学専攻」の新設
（ 2 ）全学基盤教育の充実
（ 3 ）教育研究のグローバル化の推進
 ①ファカルティ・デベロップメントの推進
 ②大学院の国際化および国際的研究連携の推進
 ③グローバル・オナーズ・カレッジ・プログラムの定着化
 ④セメスター・ベースの国際教育プログラムの新規開発
（ 4 ）優秀な留学生の獲得体制の充実
 ①留学生リクルートの戦略的な展開
 ②渡日前奨学金制度の拡充
 ③留学生のキャリア支援の充実
（ 5 ）学生支援施策の充実

2011年度事業計画書の概要

自然科学の枠を超えた新しい領域を開拓し、イノベー
ションを推進する。また、理工学・生命科学と医学と
の融合や環境・エネルギーなどの新しい分野をはじめ
とした先端的研究に取り組むとともに、若手研究者を
育成していく。さらには、産学連携を含む、社会全体
との連携を図り、共同研究等を拡充し、研究成果を教
育、文化交流などにおける様々な形で社会へ還元する。
「グローバル社会を生きる人材の養成」では、そ
の実現に向けて、3つの柱を掲げていく。第一の柱で
ある「グローバル化対応の拡充」は、国際感覚、海
外発信力および国際交渉力の養成を図り、また、日
本の文化・社会を理解し海外の諸状況にも対応しうる
国際人材の育成を推進する。第二の柱は「創造力を
生む基礎力の涵養」であり、幅広い教養と深い専門
的学識に加えて、汎用性のある基礎的な能力を備え
た人材を育成する。その基盤となる学力の養成を目指
して、学部の枠を超えて質の高い教育を提供し得る
全学的体制をより一層整備していく。そして、第三の
柱は「多様性の確保」であり、学内における多様な
人材の切磋琢磨に加えて、国内外の教育機関との交
流、さらには企業・官公庁・ボランティア団体と連携
して行われる実社会での活動の体験等を通じて、より
ダイナミックに世界で活躍できる人材を育成する。
社会情勢や高等教育政策の動向などを見据え、

「Waseda Next 125」に掲げられた事業について
も、実効性を十分に吟味し、より効果的な事業になる
よう随時見直しを行いながら実行に移していく。また、
本学の目指すべき将来像の実現に向けて、次の中長
期ビジョンを策定していく。

 ①奨学金制度の見直し
 ②学生生活支援の向上
 ③キャリアおよび就職支援の強化
 ④卒業後の進路に備えた教育プログラムの充実
 ⑤学生寮における全人教育プログラムの展開
（ 6 ）社会連携教育の実現
 ①プロフェッショナルズ・ワークショップの充実
 ②地域・企業を教育研究フィールドとする社会連携事業の推進
（ 7 ）授業サポートの充実
 ①教員サポートの充実
 ②授業評価アンケートの実施および拡充
（ 8 ）附属・系属校の充実強化
（ 9 ）健康医療教育に関する今後の方向性の検討

2.「研究の早稲田」の飛躍　‒学術院体制の枠を超えた研究‒
（ 1 ）研究体制の組織的・戦略的強化および外部資金の獲得強化
（ 2 ）国際的競争力のある研究拠点形成のための整備
（ 3 ）産学官連携体制の確立および強化
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収入面では、学生生徒等納付金は、在籍学生数、
特に大学院学生数の増加に加え、授業料の0.7％改定
分や基礎教育充実費の学年進行分を見込んだほか、教
育環境整備費の改定等により、総額では対前年度比21
億400万円増の654億5,300万円となる見込みです。
入学検定料は、総志願者数を約13万6千人として

前年度より3,700万円減の44億6,500万円を見込み、
証明手数料等を合わせた手数料総額では45億4,300
万円となる見込みです。
寄付金は、指定寄付金8億円や、各種奨学資金等

への寄付金4億9,900万円等を見込み、寄付金総額
で対前年度比1億5,100万円増の21億1,200万円と
なる見込みです。
補助金については、経常費補助金を90億5,000万

円、研究設備・施設整備費補助金を6億6,600万円、
東京都・埼玉県からの両高等学院への補助金を合計で
5億7,700万円見込みました。補助金総額では、対前
年度比13億8,400万円減の103億4,800万円となる
見込みです。また、事業収入は、前年度予算に比べ
て5億5,900万円減の46億4,900万円を見込みました。
これらの結果、帰属収入総額は前年度予算額を2億
7,700万円上回る908億5,300万円となります。
支出面では、文部科学省からの退職給与引当金の

計上基準に係る会計方針の変更通知に対応することに

伴い、退職給与引当金特別繰入額を119億4,800万
円予算計上したことなどによる人件費の増加や、建物
除却に伴う資産処分差額の増加等を見込み、消費支
出合計では前年度予算を125億2,300万円上回る
1,024億2,100万円となります。
これらの収支状況から、帰属収支差額（帰属収入－
消費支出）は△115億6,700万円となりましたが、こ
れは多額の退職給与引当金特別繰入額を予算計上した
という特別な事情が影響しており、この要因を除いて
考えた場合、帰属収支差額は約4億円となり、当初の
財政目標としていた帰属収支差額5億円以上の確保に
近づくこととなります。
なお、この退職給与引当金特別繰入額は、直接外
部への資金流出を伴うものではありません。
次に、基本金として支出する組入額の合計は、前
年度より80億6,300万円減少し34億7,800万円とな
ります。
第1号基本金として支出される校地・校舎・機械器
具・備品・図書等の施設・設備関係の支出は、前年度
に比べて46億9,800万円減少し83億4,700万円とな
る見込みです。この中には、各校舎耐震強化改修工事
や本庄高等学院校舎新築工事等が盛り込まれています。
第2号基本金は、将来取得する固定資産に充てる金
銭その他の資産の額を意味しますが、2011年度予算

2011年度予算の概要

 ①産学官連携のワンストップ体制の実現
 ②知的財産法務機能の強化および知的創造サイクルの構築
 ③グリーン・コンピューティング・システム研究機構の始動
（ 4 ）研究環境の整備および研究支援体制の充実
 ①研究環境の整備
 ②公的研究費の適正な執行管理および研究支援システムの機能強化
（ 5 ）グローバルイシューへの政策提言発信と若手研究者の育成
（ 6 ）学術出版機能の強化

3.「社会貢献・文化推進の早稲田」の確立　‒文化の発信拠点として‒
（ 1 ）「早稲田文化」の情報発信の強化
 ①所蔵資料のデジタル化推進
 ②文化資源・文化事業に関する情報発信
（ 2 ）文化振興のための学外機関との連携強化
（ 3 ）ボランティアを通じた「地球市民」の育成
（ 4 ）早稲田大学創立百五十年史編纂事業の推進
 ①百五十年史編纂作業の始動
 ②アーカイブ機能の強化
（ 5 ）エコフューチャーの推進
（ 6 ）早稲田スポーツの支援

4.経営基盤の強化　‒教育研究環境の質的向上をめざして‒
（ 1 ）教育研究活動を支える財政基盤の確立
（ 2 ）恒常的募金体制の確立に向けた各種施策の推進
 ①『WASEDAサポーターズ倶楽部』および各種寄付募集活動の推進
 ②出身学部・研究科を基盤とした稲門会の支援
 ③地方校友との交流促進
（ 3 ）コンプライアンスの強化
（ 4 ）事業評価システムの整備・充実
（ 5 ）広報力の強化
 ①大学情報公開の促進
 ②国際情報発信力の強化
（ 6 ）教育研究基盤の充実
 ①情報基盤の整備
 ②教育研究の基盤となる施設整備
 ③各校舎の耐震改修工事の実施
 ④中野国際コミュニティプラザ（仮称）新築工事の着手
 ⑤グローバル化に向けた各キャンパスのサイン計画および整備
（ 7 ）男女共同参画の推進
（ 8 ）職員人材の育成

5.東日本大震災への対応
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■ 消費収支予算書
  2011年（平成23）年 4月  1日から
  2012年（平成24）年 3月31日まで

（単位　百万円）

科　目 2011年度
予算額

2010年度
予算額 増減（△）

消費収入の部

学生生徒等納付金 65,453 63,348 2,105

手数料 4,543 4,581 △38

寄付金 2,113 1,961 152

補助金 10,349 11,733 △1,384

資産運用収入 1,941 2,206 △265

事業収入 4,650 5,209 △559

雑収入 1,804 1,537 267

帰属収入合計 90,853 90,575 278

基本金組入額合計 △3,478 △11,542 8,064

消費収入の部合計 87,375 79,033 8,342

消費支出の部

人件費 57,906 44,810 13,096

教育研究経費 39,432 39,965 △533

管理経費 4,297 4,448 △151

借入金等利息 134 149 △15

資産処分差額 284 166 118

徴収不能引当金繰入額 68 60 8

予備費 300 300 0

消費支出の部合計 102,421 89,898 12,523

当年度消費支出超過額 15,046 10,865

前年度繰越消費支出超過額（見込） 91,692 84,790

翌年度繰越消費支出超過額 106,738 95,655

消費支出
＋

基本金組入額
1,059億円

基本金組入額
3.3%（35億円）

人件費
54.7%（579億円）

教育研究経費
37.2%（394億円）

借入金等利息
0.1%（1億円）

管理経費
4.0%（43億円）

予備費他
0.7%（7億円）

■ 消費収支の構成比率

帰属収入
909億円

雑収入
2.0%（18億円）

学生生徒等
納付金

72.1%（655億円）

手数料
5.0%（45億円）

寄付金
2.3%（21億円）

補助金
11.4%（104億円）

資産運用収入
2.1%（19億円）

事業収入
5.1%（47億円）

では、新規組入れがなく、過去に積み立てた第2号基
本金から施設建設費の支払いに充てるため49億円を
取崩しています。
第3号基本金は、奨学基金など基金として継続的に
保持し、かつ、運用する金銭その他の資産の額であり、
2011年度は3,000万円を支出する予定です。
以上から、消費収支差額は単年度で150億4,600
万円の支出超過、累計では1,067億3,800万円の支
出超過となる見込みです。
また資金面では、2011年度中に入金が見込まれる
資金の総額は998億7,900万円で、これに前年度か
らの繰越支払資金（見込） 271億7,800万円を加える

と、収入総額は1,270億5,800万円となります。これ
に対して2011年度の事業活動に必要と見込まれる資
金の総額は、999億500万円となります。これにより、
2012年度へ繰り越される支払資金は271億5,300万
円となる見込みです。
なお、大幅な支出超過予算でありながら、支払資金
が減少しない理由は、前述のとおり退職給与引当金特
別繰入額が資金面には影響しないこと等によります。
以上のとおり、厳しい予算編成となりましたが、
2011年度の予算執行にあたっては、従来以上の経費
節減に努めて、財政基盤をより一段と強固なものとす
るよう努力していきます。
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